
令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　効果検証

（円）

実施
計画書
No.

事業名 実績額 交付金充当額
事業
開始
年月日

事業
完了
年月日

事業実施内容
事業実績

効果および評価
担当課

1
低所得世帯支援事業
【低所得者世帯給付金】

80,760,000 80,580,000 R5.5.2 R6.3.15

　新型コロナウイルス感染症やエネルギー、食料品
価格等の物価高騰の影響を受ける生活者のうち、特
に家計への影響が大きい住民税非課税世帯等に対し
て、１世帯当たり３万円を給付した。

福祉政策課

2
低所得世帯支援事業
【事務費】

4,803,156 4,803,156 R5.5.2 R6.3.15

　新型コロナウイルス感染症やエネルギー、食料品
価格等の物価高騰の影響を受ける生活者のうち、特
に家計への影響が大きい住民税非課税世帯等に対し
て、１世帯当たり３万円の給付を実施するに当たり
必要となる事務経費

福祉政策課

10
自治体マイナポイント付与に
よる生活者支援事業

10,500,000 9,207,000 R5.5.2 R6.3.7

　新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰
の影響を受ける市民の生活支援を図るため、マイナ
ンバーカード取得者に地域で活用できるマイナポイ
ントを発行し、地域で消費を下支えする取組を実施
した。

　新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰
の影響を受ける市民の生活支援を図るとともに、マ
イナンバーカードの普及促進を図り、地域で消費を
下支えする取組を実施することができた。

　総額58,496,400円、申請件数18,489件

デジタル未来推進課

13 中学校入学支援金支給事業 21,600,000 21,000,000 R5.4.1 R6.3.28

　新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰
の影響を受ける子育て世帯を支援するため、中学校
入学時に必要となる学用品等の購入のための支援金
を支給した。

　新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰
の影響を受ける子育て世帯を支援することができ
た。

　令和６年度入学者331人/350人、交付率94.6％

教育総務課

14 部活動用具等購入補助金 3,580,831 3,000,000 R5.4.1 R6.3.28
　新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰
の影響を受ける子育て世帯を支援するため、中学生
の部活動に係る用具等の購入費を助成した。

　新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰
の影響を受ける子育て世帯への支援と、子ども自身
が選択した部活動に勤しむことができる機会を提供
することができた。

　対象者242人/329人、交付率73.6％

教育総務課

15 子育て世帯福祉医療助成事業 111,850,656 75,000,000 R5.4.1 R6.3.28

　新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰
の影響を受ける子育て世帯の家計の負担軽減を目的
として、市の単独事業として小中学生および高校生
世代までの医療費が無料となるよう、自己負担分を
助成した。

　新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰
の影響を受ける子育て世帯を支援することができ
た。

　レセプト件数42,228件

市民保険課

16 子育て世帯応援金給付事業 9,938,280 9,800,000 R5.4.1 R5.12.28

　新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰
の影響を受ける子育て世帯の家計の負担軽減を目的
として、市独自事業として国保税で徴収している18
歳以下の子どもに係る均等割額を実質ゼロにするた
めの応援金を支給した。

　新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰
の影響を受ける子育て世帯を支援することができ
た。

　対象者269世帯、交付率96.8％

市民保険課

　給付金の支給により、新型コロナウイルス感染症
やエネルギー、食料品価格等の物価高騰の影響を受
けやすい低所得世帯の生活を支援することができ
た。

　令和５年度住民税非課税世帯2,686世帯
　家計急変世帯６世帯
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17
自治体マイナポイント付与に
よる生活者支援事業（国R4
補正予算分（通常分））

9,099,000 9,099,000 R5.5.2 R6.3.7

　新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰
の影響を受ける市民の生活支援を図るため、マイナ
ンバーカード取得者に地域で活用できるマイナポイ
ントを発行し、地域で消費を下支えする取組を実施
した。

　新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰
の影響を受ける市民の生活支援を図るとともに、マ
イナンバーカードの普及促進を図り、地域で消費を
下支えする取組を実施することができた。

　総額58,496,400円、申請件数18,489件

デジタル未来推進課

252,131,923 212,489,156合計
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